
1　広報　おのまち　　行財政特集号

　地方自治法第243条の３並びに小野町財政状況の作成及び公表に関する条例の規定に基づき、９月定例
議会において認定された平成19年度の決算状況と平成20年度上半期の予算執行状況についてお知らせし
ます。

歳
入
の
内
訳

　

歳
入
総
額
は
、
平
成
18
年
度
決
算
額（
46
億
１
６
０
０

万
５
３
１
１
円
）に
比
べ
２
億
９
０
５
４
万
１
３
１
１
円
、

６
・
３
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

内
訳
は
図
１
の
と
お
り
で
す
が
、
地
方
交
付
税
を
始
め

と
し
た
依
存
財
源
が
65
・
５
％
を
占
め
、
町
税
等
の
自
主

財
源
は
34
・
５
％
と
な
り
ま
し
た
。

　一般会計の決算額は、歳入総額43億2546万4000円、歳出総額42億3228万6016円で、歳入歳出差引額か
ら翌年度へ繰り越す財源160万3294円を差し引いた額は、9157万4690円となりました。

歳
出
の
内
訳

　

歳
出
総
額
は
、
平
成
18
年
度
決
算
額（
44
億
８
４
９
７

万
７
０
７
７
円
）に
比
べ
２
億
５
２
６
９
万
１
０
６
１
円
、

５
・
６
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

目
的
別
歳
出
の
内
訳
は
図
２
の
と
お
り
で
す
が
、
構
成

比
が
最
も
高
い
も
の
は
民
生
費
で
、
歳
出
総
額
の
21
・

０
％
と
な
り
、
次
い
で
公
債
費
が
16
・
０
％
、
衛
生
費

13
・
５
％
、
総
務
費
11
・
６
％
、
教
育
費
９
・
８
％
の
順

と
な
っ
て
い
ま
す
。

図１　歳入内訳
依存財源その他  5千1,200千円  1.2％
地方譲与税  9千6,100千円 2.2％

地方消費税交付金  1億1千2,341千円  2.6％

県支出金  1億8千8,240千円  4.4％

国庫支出金
2億5千2,844千円  5.8％

町債
2億7千7,238千円  6.4％

地方交付税
18億5千3,749千円  42.9％

依存財源
65.5％

一般会計
歳　入

43億2千5,464千円

自主財源
  34.5％

町　税
10億3千7,263千円　24.0％

繰越金
１億3千1,028千円  3.0％

繰入金
1億1千7,649千円  2.7％

使用料及び手数料
7千4,275千円  1.7％　　　
自主財源その他　
１億3千3,537千円  3.1％

※自主財源その他は、財産収入、分担金及び負担金、諸収入、寄付金です。
　依存財源その他は、自動車取得税交付金、地方特例交付金、利子割交付金、配当割交付金、ゴルフ場利用税交付金、交通安全対策
特別交付金、株式等譲渡所得割交付金です。

図２　歳出内訳

一般会計
歳　出

42億3千2,286千円

※その他は、商工費、労働費です。

その他
4千6,084千円  1.1％

議会費
8千6,712千円  2.0％

農林水産業費
1億1千8,399千円  2.8％
土木費
　2億2千5,472千円　5.3％

諸支出金
2億2千9,126千円　5.4％

消防費
2億3千9,767
      千円 5.7％ 

災害復旧費
2億4千3,686
      千円 5.8％

教育費
4億1千
4,927千円
9.8％

総務費
4億9千91千円
11.6％

衛生費
5億7千1,836千円
13.5％

公債費
6億7千
  5,669千円
  16.0％

民生費
8億9千517千円
21.0％
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おやつ教室

整備が進む町道七根線

一般会計歳出決算のうつりかわり

H10

H11

H12

H13

H14

H15

H16

H17

H18

H19

10億 20億 30億 40億 50億

44億8,497万7千円

42億3,228万6千円

44億6,752万6千円

44億5,434万3千円

45億3,790万7千円

43億3,414万7千円

50億6,162万4千円

50億8,126万4千円

54億9,751万1千円

56億247万2千円

※収益的収支及び資本的収支は税込額で記入

歳
出
の
内
訳（
つ
づ
き
）

　

民
生
費
は
、
社
会
福
祉
、
児
童
福

祉
、
老
人
福
祉
の
た
め
の
各
種
経
費

が
主
な
も
の
で
、
扶
助
費
、
繰
出
金

等
が
増
加
し
た
た
め
、
前
年
度
よ
り

７
・
１
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

公
債
費
は
、
町
が
前
年
度
ま
で
に

借
り
入
れ
た
町
債
の
償
還
に
あ
て
る

た
め
の
経
費
で
す
。
公
債
費
負
担
の

軽
減
を
図
る
た
め
、
町
債
発
行
を
抑

制
し
公
債
費
残
高
の
縮
減
に
つ
と
め

た
結
果
、
前
年
度
よ
り
１
・
３
％
の

減
と
な
り
ま
し
た
。

　

衛
生
費
は
、
上
水
道
、
感
染
症
予

防
、
火
葬
場
、
公
立
病
院
、
ご
み
・

し
尿
処
理
の
た
め
の
経
費
が
主
な
も

の
で
、
こ
ま
ち
浄
水
場
建
設
事
業
完

了
に
伴
う
水
道
事
業
出
資
金
の
減
や

公
立
病
院
を
含
め
た
広
域
組
合
等
へ

の
負
担
金
の
減
少
に
よ
り
、
前
年
度

よ
り
23
・
３
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

総
務
費
は
、
総
務
管
理
、
徴
税
、

戸
籍
、
選
挙
、
統
計
調
査
の
た
め
の

経
費
が
主
な
も
の
で
、
戸
籍
電
算
化

事
業
経
費
の
増
加
に
よ
り
、
前
年
度

よ
り
４
・
８
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

教
育
費
は
、
小
中
学
校
の
振
興
・

管
理
経
費
、
社
会
教
育
及
び
社
会
体

育
に
関
す
る
経
費
が
主
な
も
の
で
、

教
科
書
改
訂
経
費
の
減
少
に
よ
り
、

前
年
度
よ
り
４
・
８
％
の
減
と
な
り

ま
し
た
。

　

災
害
復
旧
費
は
、
平
成
18
年
に
発

生
し
た
凍
上
災
の
復
旧
費
用
や
現
年

発
生
の
土
木
・
農
林
災
害
復
旧
費
用

の
増
加
に
よ
り
、
前
年
度
よ
り

２
９
０
・
１
％
の
大
幅
な
増
と
な
り

ま
し
た
。

　

諸
支
出
金
は
、
財
政
調
整
基
金
、

公
共
施
設
等
建
設
準
備
基
金
等
の
各

種
基
金
へ
の
積
立
が
主
な
も
の
で
、

財
政
調
整
基
金
等
へ
の
積
立
の
減
少

に
よ
り
、
前
年
度
よ
り
40
・
５
％
の

減
と
な
り
ま
し
た
。

　

土
木
費
は
、
町
道
の
維
持
管
理
、

舗
装
新
設
改
良
等
の
ほ
か
、
住
宅
管

理
、
河
川
、
都
市
下
水
路
の
管
理
、

都
市
計
画
に
関
す
る
経
費
が
主
な
も

の
で
、
七
生
根
線
整
備
繰
越
事
業
分

の
減
少
に
よ
り
、
前
年
度
よ
り
26
・

１
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。　

　

農
林
水
産
業
費
は
、
農
林
業
の

振
興
の
た
め
の
各
種
経
費
が
主
な

も
の
で
、
森
林
組
合
貸
付
金
の
減

に
よ
り
前
年
度
よ
り
33
・
２
％
の

減
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
議
会
費
、
労
働
費
、

商
工
費
、
消
防
費
に
お
い
て
、「
定

住
と
交
流
と
快
適
環
境
の
ま
ち
づ

く
り
」実
現
の
た
め
の
各
種
事
業

を
実
施
し
ま
し
た
。

平成19年度決算　特別会計・企業会計
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

歳　

入
13億8,182万円

歳　

出
13億6,705万４千円

介
護
保
険
特
別
会
計

歳　

入
８億2,487万２千円

歳　

出
８億2,370万７千円

老
人
保
健
特
別
会
計

歳　

入
12億6,473万６千円

歳　

出
12億6,473万６千円

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
事
業
特
別
会
計

歳　

入
153万７千円

歳　

出
153万７千円

水
道
事
業
会
計

歳　

入

（収益的収入）
１億5,724万３千円
（資本的収入）
3,776万２千円

歳　

出

（収益的支出）
１億7,778万３千円
（資本的支出）
9,476万６千円

文
化
・
体
育
振
興
基
金
特
別
会
計

歳　

入
429万５千円

歳　

出
362万４千円
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健
全
化
判
断
比
率
及
び
資

金
不
足
比
率
の
公
表

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化

に
関
す
る
法
律
が
施
行
さ
れ
、
平
成

19
年
度
決
算
か
ら
健
全
化
判
断
比
率

（
①
実
質
赤
字
比
率
、
②
連
結
赤
字

比
率
、
③
実
質
公
債
費
比
率
、
④
将

来
負
担
比
率
）の
４
指
標
と
公
営
企

業
に
お
け
る
資
金
不
足
比
率
を
、
議

会
の
報
告
を
経
て
住
民
へ
公
表
す
る

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

健
全
化
判
断
比
率
の
う
ち
、
一
つ

で
も
早
期
健
全
化
基
準
以
上
で
あ
る

場
合
は
財
政
健
全
化
計
画
を
定
め
、

自
主
的
な
改
善
努
力
に
よ
り
健
全
化

に
取
り
組
む
こ
と
に
な
り
、
財
政
再

生
基
準
以
上
で
あ
る
場
合
は
財
政
再

生
計
画
を
定
め
、
国
な
ど
の
関
与
に

よ
る
確
実
な
財
政
再
生
を
行
う
こ
と

に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
資
金
不
足
比

率
が
経
営
健
全
化
基
準
以
上
と
な
っ

た
場
合
は
、
経
営
健
全
化
計
画
を
定

め
、
経
営
の
健
全
化
に
取
り
組
む
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　

平
成
19
年
度
決
算
に
基
づ
く
小
野

町
の
健
全
化
判
断
比
率
及
び
資
金
不

足
比
率
は
、
別
表
の
と
お
り
全
て
の

指
標
で
早
期
健
全
化
基
準
を
下
回
り

ま
し
た
。 

　

た
だ
し
、
小
野
町
の
財
政
が
厳
し

い
状
況
に
あ
る
こ
と
は
変
わ
り
な
く
、

こ
れ
か
ら
も
よ
り
一
層
の
行
財
政
改

革
を
徹
底
し
て
財
政
健
全
化
の
取
り

組
み
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

■用語の解説
　□健全化判断比率
　　実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４比率のことです。
　□実質赤字比率
一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（当該団体の標準的な一般財源の規模）に対する比

率です。15％以上で財政健全化団体に、20％以上で財政再生団体となります。
　□連結実質赤字比率 
全会計を対象とした実質赤字額（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率です。20％以上で財
政健全化団体に、40％以上で財政再生団体となります。
　　※財政再生基準は、３年間の経過的な基準あり
　□実質公債費比率
一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率（一部事務組合への負担金や公営企

業会計に対する繰出金のうち元利償還金相当分も含む）です。
この数値は、健全化判断比率とともに地方債許可基準に用いられ、18％以上で起債の許可が必要に
なり、25％以上になると財政健全化団体となり一部の起債発行が制限され、35％以上になると財政再
生団体となり多くの起債発行が制限されます。
　□将来負担比率
一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率です。
350％以上で財政健全化団体となります。

　□資金不足比率
公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率です。

　□早期健全化基準
健全化判断比率（４指標）のうち１つでも早期健全化基準以上の場合は、「早期健全化段階」となり、財

政健全化計画の策定などが義務づけられ、自主的な財政健全化に取り組むことになります。
　□財政再生基準
将来負担比率を除く健全化判断比率のうち１つでも財政再生基準以上の場合は、「財政再生段階 」と
なり財政再生計画の策定などが義務づけられ、国等の関与による財政再生に取り組むことになります。
　□経営健全化基準
公営企業会計の資金不足比率が20％以上の場合は、経営健全化計画などが義務づけられ、公営企業

の経営の健全化に取り組むことになります。

■健全化判断比率 （単位：％）
項　　　　　目 小野町 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率 － 15.0 20.0
②連結実質赤字比率 － 20.0 40.0
③実質公債費比率 17.9 25.0 35.0
④将来負担比率 62.9 350.0
※実質赤字比率、連結実質赤字比率は黒字のため「－」で表示しています。

別表　小野町健全化判断比率及び資金不足比率の公表

■資金不足比率 （単位：％）
特別会計の名称 小野町 経営健全化基準
水道事業会計 － 20.0

※水道事業会計で資金不足額がないため「－」で表示しています。
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敬老会の様子

　

平
成
20
年
度
当
初
予
算
の
状
況
に

つ
い
て
は
、
広
報
お
の
ま
ち
４
月
号

で
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
が
、
今
回
は

そ
の
後
の
補
正
の
状
況
と
上
半
期

（
４
月
１
日
か
ら
９
月
30
日
）に
お
け

る
支
出
の
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ

し
ま
す
。

　

上
半
期
に
お
け
る
一
般
会
計
・
特

別
会
計
の
補
正
予
算
及
び
収
入
・
支

出
の
状
況
は
、
表
１
・
表
２
の
と
お

り
で
す
。

　

一
般
会
計
の
予
算
は
当
初

38
億
３
６
０
０
万
円
で
編
成
し
ま
し

た
。
そ
の
後
、
補
正
で
１
億
11
万
５

０
０
０
円
を
増
額
し
た
こ
と
に
よ
り
、

九
月
末
現
在
の
予
算
額
は

39
億
３
６
１
１
万
５
０
０
０
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

上
半
期
に
お
け
る
一
般
会
計
の
補

正
予
算
の
主
な
内
容
は
表
３
の
と
お

り
で
す
。

表１ 一 般 会 計
（歳　入） （単位：千円）

区　　　分 当初予算額 補正予算額
（９月まで） 累　　　計 ９月末現在

収入済額 収入率（％）

1 町税 1,033,243 0 1,033,243 653,468 63.2
2 地方譲与税 94,000 0 94,000 27,139 28.9
3 利子割交付金 3,000 0 3,000 1,680 56.0
4 配当割交付金 3,400 0 3,400 534 15.7
5 株式等譲渡所得割交付金 1,500 0 1,500 0 0.0
6 地方消費税交付金 110,000 0 110,000 62,543 56.9
7 ゴルフ場利用税交付金 3,000 0 3,000 3,179 106.0
8 自動車取得税交付金 31,000 0 31,000 10,881 35.1
9 地方特例交付金 6,201 5,867 12,068 12,068 100.0
10 地方交付税 1,678,000 25,246 1,703,246 1,239,291 72.8
11 交通安全対策特別交付金 1,600 0 1,600 854 53.4
12 分担金及び負担金 23,496 0 23,496 11,927 50.8
13 使用料及び手数料 71,623 0 71,623 34,260 47.8
14 国庫支出金 159,788 1,837 161,625 28,328 17.5
15 県支出金 177,149 1,286 178,435 29,752 16.7
16 財産収入 59,438 8,847 68,285 11,422 16.7
17 寄付金 2 0 2 588 29,400.0
18 繰入金 79,569 23,924 103,493 0 0.0
19 繰越金 50,000 41,574 91,574 91,574 100.0
20 諸収入 24,291 ▲ 20 24,271 2,377 9.8
21 町債 225,700 ▲8,446 217,254 0 0.0
歳 入 合 計 3,836,000 100,115 3,936,115 2,221,865 56.4

（歳　出） （単位：千円）

区　　　分 当初予算額 補正予算額
（９月まで） 累　　　計 ９月末現在

支出済額 支出率（％）

1 議会費 86,824 582 87,406 42,535 48.7
2 総務費 452,120 23,159 475,279 205,565 43.3
3 民生費 866,893 1,964 868,857 254,257 29.3
4 衛生費 531,557 ▲10,875 520,682 189,862 36.5
5 労働費 1,070 0 1,070 324 30.3
6 農林水産業費 140,487 ▲12,723 127,764 49,134 38.5
7 商工費 25,439 50 25,489 16,111 63.2
8 土木費 258,531 11,649 270,180 68,668 25.4
9 消防費 261,938 ▲2,182 259,756 165,214 63.6
10 教育費 465,856 6,212 472,068 205,894 43.6
11 災害復旧費 36,816 1,500 38,316 5,617 14.7
12 公債費 676,457 0 676,457 298,377 44.1
13 諸支出金 305 80,779 81,084 0 0.0
14 予備費 31,707 0 31,707 0 0.0
歳 出 合 計 3,836,000 100,115 3,936,115 1,501,558 38.1

◇◇◇平成20年度上半期　補正予算の状況◇◇◇



5　広報　おのまち　　行財政特集号

町有林おすそ分け事業

耐震診断が実施される小野中学校

バス・ストップを整備

表２ 特 別 会 計
（歳入） （単位：千円）

会 計 名 当初予算額 補正予算額
（９月まで） 累　　　計 ９月末現在

収入済額 収入率（％）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 1,324,816 ▲18,480 1,306,336 463,553 35.5
老 人 保 健 特 別 会 計 120,157 25,628 145,785 114,006 78.2
後期高齢者医療特別会計 111,818 ▲ 3,733 108,085 30,028 27.8
介 護 保 険 特 別 会 計 822,380 3,827 826,207 315,324 38.2
介護保険サービス事業特別会計 1,658 0 1,658 1,187 71.6
文化・体育振興基金特別会計 3,331 100 3,431 2,930 85.4
水道事業会計（収益的収入） 177,359 ▲ 6,832 170,527 57,471 33.7
水道事業会計（資本的収入） 152,691 2,520 155,211 91,680 59.1

（歳出） （単位：千円）

会 計 名 当初予算額 補正予算額
（９月まで） 累　　　計 ９月末現在

支出済額 支出率（％）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 1,324,816 ▲18,480 1,306,336 526,963 40.3
老 人 保 健 特 別 会 計 120,157 25,628 145,785 118,778 81.5
後期高齢者医療特別会計 111,818 ▲ 3,733 108,085 25,973 24.0
介 護 保 険 特 別 会 計 822,380 3,827 826,207 352,783 42.7
介護保険サービス事業特別会計 1,658 0 1,658 114 6.9
文化・体育振興基金特別会計 3,331 100 3,431 2,320 67.6
水道事業会計（収益的支出） 177,359 ▲ 6,832 170,527 36,737 21.5
水道事業会計（資本的支出） 214,773 2,520 217,293 119,221 54.9

表３ 上半期補正予算の主な内容
一般会計（1,000千円以上の増額補正を行った主なもの） （単位：千円）

事 業 名 称 補　正　額
住民税の公的年金等特別徴収システム改修外委託料 6,200

介護保険特別会計繰出金 2,700

後期高齢者医療特別会計繰出金 12,024

緑とのふれあいの森公園施設整備費負担金 1,500

道路維持補修工事請負費 2,700

小野インターバスストップ設置工事請負費 9,000

教育施設耐震二次診断委託料 7,500

土木施設災害復旧事業査定設計業務委託料 1,500

財政調整基金積立金 46,432

減債基金積立金 9,174

公共施設等建設準備基金積立金 25,173

（国民健康保険特別会計）

ア　出資による権利 （単位：千円）
福 島 県 国 民 健 康 保 険
団 体 連 合 会 出 資 金 3,577 （９月末現在）

イ　基金 （単位：千円）
国 民 健 康 保 険 給 付 費
支 払 準 備 基 金 220,737 （９月末現在）
高 額 医 療 費 貸 付 基 金 3,000 （９月末現在）

（介護保険特別会計） （単位：千円）
介 護 給 付 費 準 備 基 金 0 （９月末現在）

（文化・体育振興基金特別会計） （単位：千円）
文 化 体 育 振 興 基 金 102,235 （９月末現在）
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町
民
負
担
の
状
況

　

町
民
福
祉
の
向
上
を
図
り
、
住
み

よ
い
生
活
環
境
を
つ
く
る
た
め
、
町

が
行
っ
て
い
る
行
政
経
費
の
財
源
は
、

町
民
の
皆
さ
ん
に
直
接
的
・
間
接
的

に
負
担
し
て
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

　

こ
の
う
ち
、
直
接
負
担
し
て
い
た

だ
い
て
い
る
町
税
は
、
最
も
重
要
な

収
入
財
源
で
、
平
成
20
年
度
の
町
税

の
予
算
額
は
、
10
億
３
３
２
４
万
３

０
０
０
円
で
、
こ
れ
を
町
民
一
人
あ

た
り
の
負
担
額
に
す
る
と
８
万
６
４

１
２
円
に
な
り
ま
す
。（
図
３
）

財
産
の
状
況

　

町
は
、
行
政
執
行
の
た
め
に
必
要

な
土
地
・
建
物
・
物
品
・
債
券
な
ど

の
財
産
を
所
有
し
て
い
ま
す
が
、
そ

の
取
得
・
管
理
及
び
処
分
に
つ
い
て

は
、
条
例
や
規
則
に
基
づ
き
適
切
な

執
行
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

平
成
20
年
度
上
半
期
の
財
産
の
状

況
は
表
４
の
と
お
り
で
す
。

第14回町民運動会　聖火ランナー

図３　町民１人当たりの町税負担額の推移

＊平成16～19年度は決算額を基に算出し、平成20年度は当初予算額を基に算出した。
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H16
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H18
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H17
75,915円

H20
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H19
85,766円

町民税（法人）

固定資産税

軽自動車税

町たばこ税

町民税（個人）

表４　財産の９月末日現在の状況
（１）財産　（一般会計）
（ア）土地及び建物 （単位：㎡）

区　分 土　地 建　物
木　造 非木造 計

（ 行 政 財 産 ）
本 庁 舎 4,308 1,718 377 2,095
警 察（ 消 防 ）施 設 3,530 0
行政機関その他の施設 0
学 校 128,200 264 25,673 25,937
公 営 住 宅 19,358 5,732 12,104 17,836
公 園 156,442 0
そ の 他 の 公 共 施 設 83,762 7,700 9,828 17,528
小　　　　　計 395,600 15,414 47,982 63,396

（ 普 通 財 産 ）
そ の 他 の 施 設 6,733 1,926 353 2,279
宅 地 75,177 0

畑 1,036 0
山 林 2,748,488 0
原 野 2,290 0
雑 種 地 40,034 0
小　　　　　計 2,873,758 1,926 353 2,279
合　　　　　計 3,269,358 17,340 48,335 65,675

（イ）有価証券 （単位：千円）
株 券 5,700

（ウ）出資による権利 （単位：千円）
福島県土地改良事業団連合会土地改良基金 1,700
福島県信用保証協会出捐金 3,095
福島県農業信用基金協会出資金 800
福島県私学振興基金協会出資金 180
福島県中小企業福祉事業団出資金 100
福島県林業協会出資金 33
㈳福島県畜産振興協会出資金（肉用子牛価格安定事業） 100
㈶福島県総合社会福祉基金出資金 1,658
郡山地方土地開発公社出資金 400
㈶福島県都市公園・緑化協会出資金 64
㈳福島県予防接種事業振興基金出資金 74
㈶福島県青少年会館基本財産出捐金 25
㈳福島県畜産振興協会出資金（肉豚価格補償事業） 100
小野町上水道事業出資金 330,587
㈳福島県国土調査測量協会出資金 100
㈶ふるさと情報センター出資金 500
㈳福島県林業公社出資金 100
ふくしま中央森林組合出資金 3,000
㈶福島県きのこ振興センター出捐金 600
㈶福島県下水道公社出捐金 40
㈶郡山コンベンションビューロー出捐金 200

（エ）基金 （単位：千円）
財政調整基金 666,395
無担保無保証人融資基金 1,000
商工振興資金保証貸付基金 0
小規模企業振興基金 10,000
畜産特別導入事業基金 2,946
優良基礎乳用雌牛導入事業基金 4,832
水道事業資金貸付基金 750
公共施設等建設準備基金 951,583
減債基金 156,557
小野町一般廃棄物最終処分場公害防止及び損害賠償等基金 380,000
優良基礎肉用雌牛導入事業基金 5,081
地域福祉基金 195,500
ふるさと水と土保全基金 5,000
西牧門文庫基金 4,500
土地開発基金 25,118

町債及び一時借入金の状況
（１）町債 （単位：千円）

20年度増減見込額 20年度末現在高（見込額）起債見込額 償還見込額
232,554 569,897 4,524,880

（２）一時借入金の現在高（単位：千円）
９月末日現在高

0
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　国民健康保険特別会計の決算額は、歳入総額13億8181万9916円、歳出総額13億6705万3657円で、歳入
歳出差引額1476万6259円は翌年度へ繰越となりました。

歳
入
の
内
容

　

歳
入
総
額
は
、
18
年
度
決
算
額

（
12
億
５
４
０
３
万
９
７
３
２
円
）に

比
べ
１
億
２
７
７
８
万
１
８
４
円
、

10
・
２
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
内
容
は
、
国
民
健
康
保
険

税
・
国
庫
支
出
金
・
県
支
出
金
・
療

養
給
付
費
交
付
金
・
共
同
事
業
交
付

金
等
で
す
。
国
民
健
康
保
険
税
の
徴

収
率
は
、
78
・
９
％
と
前
年
度
に
比

べ
２
・
２
％
低
下
し
ま
し
た
。
ま
た
、

今
年
度
は
基
金
を
３
３
０
０
万
円
取

り
崩
し
、
保
険
給
付
費
に
充
当
し
ま

し
た
。（
図
１
）

歳
出
の
内
容

　

歳
出
総
額
は
、
18
年
度
決
算
額

（
12
億
４
７
４
万
９
１
０
円
）に
比
べ

１
億
６
２
３
１
万
２
７
４
７
円
、

13
・
５
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
内
容
は
、
保
険
給
付
費
が

62
・
５
％
、
老
人
保
健
拠
出
金
・
共

同
事
業
拠
出
金
・
介
護
納
付
金
が

33
・
７
％
で
合
わ
せ
る
と
96
・
２
％

が
医
療
費
の
給
付
に
対
す
る
費
用
で
、

そ
の
他
は
住
民
健
診
や
事
務
費
等
に

な
っ
て
い
ま
す
。（
図
２
）

　

平
成
19
年
度
の
小
野
町
国
民
健
康

保
険
の
総
医
療
費
は
20
億
15
万
円
で

し
た
。

【
内　

訳
】

　

一
般
被
保
険
者
分

　
　

８
億
２
０
４
８
万
３
千
円

　

退
職
被
保
険
者
分　

　
　

２
億
３
４
５
万
円

　

老
人
保
健
受
給
者
分　

　
　

９
億
７
６
２
１
万
７
千
円

図１　歳入内訳
財産収入外
247万1千円
0.2%

繰越金
4929万9千円
3.6%

国民健康保険税
3億2767万4千円

23.7%

国庫支出金
4億6040万2千円

33.3%

療養給付費交付金
1億5399万4千円

11.1%

県支出金
6492万4千円
4.7%

共同事業交付金
1億7976万7千円

13.0%

繰入金
1億4328万9千円

10.4%

歳　入
13億8182万円

図２　歳出内訳

歳　出
13億6,705万4千円

諸支出金外
482万1千円
0.4%保健事業費

744万8千円
0.5%

総務費
3984万7千円
2.9%

保険給付費
8億5388万8千円

62.5%

老人保健拠出金
2億0977万0千
円 15.4%

介護納付金
7842万7千円
5.7%

共同事業拠出金
1億7285万3千円

12.6%

世帯の推移

3,697 3,704 3,733 3,751 3,738

2,320 2,354 2,377 2,358 2,332

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

1人当たりの医療費の状況
一般被保険者 退職被保険者 老人保健受給者

診療件数 10.6件 診療件数 19.5件 診療件数 22.3件
診療日数 17.6日 診療日数 28.3日 診療日数 45.5日
医療費 24万1千円 医療費 39万5千円 医療費 71万3千円

1 人当り医療費の推移
37万9千円

35万1千円
36万7千円

34万5千円

33万3千円

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

被保険者の推移

12,559 12,466 12,379 12,201 12,039

5,785 5,737 5,596 5,451 5,289

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

納入率の推移

94.53%

94.01%

92.40%
92.05%

16年度 17年度 18年度 19年度

医療費の推移

20億5500万円

20億0315万円

19億1556万円

19億8096万円

19億2419万円

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

国民健康保険税収納状況（現年度分）
16年度 17年度 18年度 19年度

調定額 361,421,900 351,443,700 352,268,400 341,392,900
納入額 341,652,450 330,406,700 325,496,500 314,265,700
納入率 94.53% 94.01% 92.40% 92.05%
国保税は、国民健康保険事業を支える大切な財源です。納
入期日を守り、完納しましょう。

2億5,342万1千885円（18年度末残高）+31万5千円（19年度積立額）

2億2,073万6千円（19年度末残高） 3,300万円
（19年度取崩額）

◇◇◇平成19年度　国民健康保険特別会計決算◇◇◇



行財政特集号　　広報　おのまち　8

歳
入
の
内
容

　

歳
入
総
額
は
、
18
年
度
決
算
額

（
12
億
２
４
７
６
万
６
６
１
円
）に
比

べ
３
９
９
７
万
５
２
０
０
円
、
３
・

３
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
主
な
内

容
は
、
支
払
基
金
か
ら
の
医
療
費
交

付
金
・
審
査
支
払
手
数
料
交
付
金
、

国
庫
支
出
金
、
県
支
出
金
、
一
般
会

計
か
ら
の
繰
入
金
で
す
。（
図
１
）

歳
出
の
内
容

　

歳
出
総
額
は
、18
年
度
決
算
額（
12

億
２
４
７
６
万
６
６
１
円
）に
比
べ
３

９
９
７
万
５
２
０
０
円
、３・３
％
の
増

と
な
り
ま
し
た
。
主
な
内
容
は
、医

療
給
付
費
、医
療
費
支
給
費
、審
査
支

払
手
数
料
が
大
半
を
占
め
、そ
の
他

は
国
や
県
、一
般
合
計
へ
の
前
年
度

精
算
に
伴
う
返
還
金
で
す
。（
図
２
）

　老人保健特別会計の決算額は、歳入・歳出共に総額12億6473万5861円で同額となりました。

歳
入
の
内
容

　

主
な
内
訳
は
、
第
一
号
被
保
険
者

（
65
歳
以
上
の
方
）の
保
険
料
と
、
社

会
保
険
支
払
基
金
を
通
じ
て
交
付
さ

れ
る
第
二
号
被
保
険
者（
40
歳
か
ら

64
歳
ま
で
の
方
）の
保
険
料
、
国
県

支
出
金
、
町
支
出
金
等
で
す
。

　

歳
入
総
額
は
、
平
成
18
年
度
の
決

算
額（
７
億
２
８
５
１
万
７
千
円
）に

比
べ
９
６
３
５
万
５
千
円
、
13
・

２
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
は
、
歳
出
の
給
付
費
に
対
し

て
、
第
一
号
被
保
険
者
が
19
％
、
第

二
号
被
保
険
者
が
31
％
、
国
25
％
、

県
及
び
町
が
そ
れ
ぞ
れ
12
・
５
％
負

担
す
る
こ
と
が
ル
ー
ル
に
な
っ
て
お

り
、
歳
入
総
額
の
増
加
は
、
こ
の
給

付
費
の
増
加
の
影
響
に
よ
る
も
の
で

す
。（
図
１
）

歳
出
の
内
容

　

歳
出
は
、
総
額
の
９
割
強
が
給
付

費
で
、
残
り
が
事
務
や
要
介
護
認
定

に
要
す
る
経
費
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
の
総
額
は
、
平
成
18
年
度
決

算
額（
７
億
２
２
１
１
万
７
千
円
）に

比
べ
１
億
１
５
９
万
円
、
14
・
１
％

の
増
と
な
っ
て
お
り
、
給
付
費
の
増

加
が
影
響
し
て
い
ま
す
。（
図
２
）

　介護保険の決算額は、歳入総額８億2487万２千円、歳出総額８億2370万７千円となりました。

図２　歳出内訳
審査支払手数料,
452万4千円,
0.4%

医療費支給費,
1208万2千円,

0.9%

諸支出金,
841万1千円,
0.7%

医療給付費,医療給付費,
12億3971万8千円, 12億3971万8千円, 

98.0%98.0%

医療給付費,
12億3971万8千円, 

98.0%

歳出総額
12億 6473 万
6千円

図2

歳出 
 8億2,370万
7千円

その他費用
1,440万1千円
(1.7%) 総務費

4,014万5千円 
(4.9%)

給付費(在宅分）
3億5,559万5千円

(43.2%)

給付費（地域密着型）   
7,393万1千円
(9.0%)

給付費(施設分）
3億2,190万9千円

(39.1%)

給付費（償還）
44万5千円 
(0.1%)

地域支援事業費  
728万7千円
(0.9%)給付審査費

110万1千円 
(0.1%)

その他の任意事業
889万3千円 
(1.0%)

図１　歳入内訳
その他,
60万2千円,
0.1%

一般会計繰入金,
1億2563万0千円, 

9.9%

県支出金,
1億51万5千円, 

7.9%

国庫支出金,
3億9410万3千円, 

31.2%

支払基金交付,支払基金交付,
6億4388万6千円, 6億4388万6千円, 

50.9%50.9%

支払基金交付,
6億4388万6千円, 

50.9%

歳入総額
12億6473万
6千円

16年度 17年度 18年度 19年度

受給者数の推移
2,125人

2,020人
1,923人

1,859人

16年度 17年度 18年度 19年度

総医療費の推移14億6694万14億6694万
9千円9千円

14億7894万14億7894万
2千円2千円14億6694万

9千円 14億2640万
2千円 13億9410万

5千円

14億7894万
2千円

1人当り医療費の推移

69万0千円 70万6千円 72万5千円

79万6千円

16年度 17年度 18年度 19年度

図１ 基金繰入金
1,130万5千円
（1.4%)

町支出金
1億3,529万7千円

(16.4%)

県支出金
1億1,596万5千円

(14.0%)

国庫支出金 
2億263万5千円
(24.6%)

繰越金他 
 448万9千円
(0.5%)

第1号被保険者保険料
1億1,290万3千円

(13.7%)

支払基金交付金 
2億4,227万8千円

(29.4%)

歳入 
 8億2,487万 
 2千円

◇◇◇平成19年度　老人保険特別会計決算◇◇◇

◇◇◇平成19年度　介護保険特別会計決算◇◇◇
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決
算
額
の
動
向

　

平
成
12
年
度
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た

介
護
保
険
制
度
も
９
年
目
を
迎
え
、

制
度
の
普
及
や
高
齢
者
の
増
加
に
伴

い
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
に
か
か
る
費
用

が
毎
年
増
加
し
て
い
ま
す
。（
図
３
）

要
介
護
認
定
者
数

　

介
護
保
険
制
度
は
、
サ
ー
ビ
ス
を

利
用
す
る
際
、
認
定
を
受
け
て
い
る

要
介
護
度
に
よ
っ
て
、
利
用
で
き
る

内
容
が
限
定
さ
れ
る
た
め
、
こ
の
範

囲
内
で
サ
ー
ビ
ス
を
組
み
合
わ
せ
て

利
用
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

要
介
護
認
定
を
受
け
る
方
の
人
数

は
年
々
増
加
し
て
お
り
、
平
成
20
年

３
月
末
現
在
５
４
１
名
の
方
が
認
定

を
受
け
て
お
り
、
特
に
要
介
護
１
か

ら
３
の
認
定
を
受
け
る
方
が
突
出
し

て
い
ま
す
。（
表
１
）

給
付
の
状
況

　

在
宅
サ
ー
ビ
ス
は
自
宅
で
受
け
る

サ
ー
ビ
ス
で
、
訪
問
介
護
や
デ
イ

サ
ー
ビ
ス
、
福
祉
用
具
貸
与
な
ど
で
、

施
設
サ
ー
ビ
ス
は
、
特
別
養
護
老
人

ホ
ー
ム
、
老
人
保
健
施
設
な
ど
の
利

用
で
す
。

　

利
用
件
数
は
、
在
宅
９
５
７
２
件
、

地
域
密
着
型
４
４
２
件
、
施
設

２
３
４
２
件
で
、
在
宅
が
地
域
密
着

型
と
施
設
の
約
３
・
４
倍
と
な
っ
て

い
る
の
に
対
し
、
給
付
費
で
は
在
宅

が
３
億
４
３
４
１
万
８
千
円
、
地
域

密
着
型
が
７
３
９
３
万
１
千
円
、
施

設
が
３
億
２
１
９
０
万
９
千
円
と
、

年
々
在
宅
や
施
設
に
か
か
る
給
付
費

が
高
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。（
図
４
）

介
護
保
険
料
納
付
状
況

　

平
成
19
年
度
の
介
護
保
険
料
収
納

率
は
98
・
８
％
で
し
た
。（
表
２
）

　

保
険
料
を
納
め
な
い（
不
納
欠
損

分
も
含
む
）と
、
給
付
費
の
一
部
が

削
減
さ
れ
、
サ
ー
ビ
ス
が
思
う
よ
う

に
受
け
ら
れ
な
い
場
合
も
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
歳
入
に
不
足
を
生
じ
る
よ

う
に
な
る
こ
と
か
ら
、
次
回
の
保
険

料
に
影
響
し
、
保
険
料
値
上
げ
の
原

因
と
も
な
り
ま
す
の
で
、
制
度
の
趣

旨
を
ご
理
解
い
た
だ
き
納
期
内
納
入

に
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

介
護
予
防
支
援
事
業
状
況

　

介
護
予
防
支
援
事
業
は
、
平
成
18

年
度
か
ら
設
置
さ
れ
た
地
域
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー
の
介
護
予
防
支
援
事
業

所
で
行
わ
れ
、
介
護
度
が
要
支
援
１

か
ら
２
の
方
に
介
護
予
防
ケ
ア
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
業
務
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

　

平
成
19
年
度
の
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
業
務
は
65
件
で
す
。

平成12年度　3億2,926万1千円

平成13年度　4億861万2千円

平成14年度　4億4,650万7千円

平成15年度　4億9,869万円

平成16年度　5億4,910万3千円

平成17年度　6億3,581万円

平成18年度　7億2,211万7千円

平成19年度　8億2,370万7千円

図３　決算額の動向（歳出決算額）

図４　要介護度ごとの利用件数と給付費用

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

要支援 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

在宅利用件数
地域密着型利用件数
施設利用件数

件

給付費

558

4,066
6,657

10,174 10,734

750

1,921

2,068
935

7,004

9,265

7,673
5,573

00

190

0200

3,204

1,286337
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
12,000

14,000

16,000

18,000

要支援 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

在宅給付費用
地域密着型給付費用
施設給付費用

万円

表１　要介護認定者数（平成20年3月31日現在） 単位：人
要支援 要支援

1
要支援
2

要介護
1

要介護
2

要介護
3

要介護
4

要介護
5 計

平成13年３月 41 62 36 30 30 40 239

平成14年３月 43 90 35 35 32 46 281

平成15年３月 44 115 54 54 33 42 342

平成16年３月 47 129 64 65 51 42 398

平成17年３月 47 147 76 74 53 46 443

平成18年３月 43 175 79 86 49 55 487

平成19年３月 15 49 114 112 97 77 55 519

平成20年３月 29 49 115 110 101 70 67 541

表２　介護保険料の納付状況（第1号被保険者） 単位：円
調　定　額
（収納予定額） 実質収納額 不納欠損額 滞　納　額 収　納　率

特別徴収
（受給年金から天引） 103,095,037 103,095,037 100.0%

普通徴収
（納付書納入・口座振替） 9,792,752 9,057,682 735,070 92.5%

普通徴収
（滞納繰越分） 1,341,889 658,315 166,342 517,232 49.1%

計 114,229,678 112,811,034 166,342 1,252,302 98.8%

平成１9年度介護保険サービス事業特別会計決算
歳　入

款 項 目 予算額 決算額 予算残額

１.サービス収入 １.介護給付費収入 １.介護予防サー
ビス計画収入 1,641,000 1,537,000 104,000

２.諸収入 １.雑入 １.雑入 1,000 0 1,000
歳　入　合　計 1,642,000 1,537,000 105,000

歳　出
款 項 目 予算額 決算額 予算残額

1.事業費 １.介護予防サー
ビス計画費

１.介護予防サー
ビス計画費 530,000 500,745 29,255

2.諸支出金 １.繰出金 １.他会計繰出金 1,112,000 1,036,255 75,745
歳　出　合　計 1,642,000 1,537,000 105,000



行財政特集号　　広報　おのまち　10

　

平
成
19
年
度
小
野
町
水
道
事
業
の
概
要
と

決
算
状
況
に
つ
い
て
、
お
知
ら
せ
い
た
し
ま

す
。

　

平
成
19
年
度
水
道
事
業
の
概
要
は
、
給
水

人
口
５
０
２
９
人
、
給
水
戸
数
１
９
３
９
戸
、

年
間
総
配
水
量
59
万
７
３
４
０
立
方
メ
ー
ト

ル
、
年
間
有
収
水
量（
漏
水
分
な
ど
を
除
い

た
料
金
収
入
を
得
ら
れ
る
水
量
）53
万
４
５

４
４
立
方
メ
ー
ト
ル
で
し
た
。
ま
た
、
新
規

加
入
戸
数
は
23
戸
と
な
り
ま
し
た
。

　

平
成
19
年
度
の
決
算
報
告
書
、
損
益
計
算

書
及
び
貸
借
対
照
表
は
、
そ
れ
ぞ
れ
表
１
、

表
２
、
表
３
の
と
お
り
で
す
。

　

収
益
的
収
支（
表
１
）の
う
ち
、
収
入
の
決

算
額
は
１
億
５
７
２
４
万
３
１
５
９
円
で
、

そ
の
う
ち
主
な
収
入
の
内
訳
は
水
道
使
用
料

１
億
２
８
９
５
万
９
１
７
９
円
、
一
般
会
計

か
ら
の
補
助
金
２
６
６
０
万
１
９
２
２
円
な

ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

次
に
収
益
的
支
出
の
決
算
額
は
１
億
７
７

７
８
万
３
２
２
２
円
と
な
っ

て
お
り
、
主
な
支
出
の
内
訳

は
、
減
価
償
却
費
８
２
２
４

万
２
３
３
４
円
、
企
業
債
利

息
３
８
１
０
万
９
１
１
３
円
、

人
件
費
２
６
６
０
万
１
９
２

２
円
な
ど
と
な
っ
て
お
り
、

昨
年
度
よ
り
、
こ
ま
ち
浄
水

場
建
設
に
伴
う
減
価
償
却
費

が
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

資
本
的
収
支
の
決
算
額
は

３
７
７
６
万
１
５
０
０
円
で
、

そ
の
う
ち
主
な
収
入
の
内
訳

は
、
企
業
債
の
借
入

３
４
３
０
万
円
な
ど
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

次
に
資
本
的
支
出
の
決
算
額
は
９
４
７
６

万
６
２
１
４
円
で
、
主
な
支
出
は
、
石
綿
セ

メ
ン
ト
管
更
新
工
事
に
要
し
た
費
用
と
し
て

４
１
５
万
８
千
円
、
企
業
債
の
償
還
金

８
８
６
４
万
５
５
６
５
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
既
存
の
高
金
利
の
企
業
債
を

繰
上
償
還
し
、
低
利
の
企
業
債
へ
の
借
換
を

行
い
ま
し
た
。

　

な
お
、
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額

に
不
足
す
る
額
５
７
０
０
万
４
７
１
４
円
は
、

過
年
度
分
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的

収
支
調
整
額
１
０
０
１
万
２
５
２
円
、
当
年

度
分
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支

調
整
額
20
万
５
９
５
９
円
、
減
債
積
立
金

21
万
円
、
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金

３
４
７
０
万
７
１
８
３
円
及
び
当
年
度
分
損

益
勘
定
留
保
資
金
１
１
８
７
万
１
３
２
０
円

で
補
て
ん
し
ま
し
た
。

　

今
年
度
の
損
益（
表
２
）の
状
況
に
つ
い
て

は
、
収
益
１
億
５
１
０
５
万
４
５
２
２
円
に

対
し
、
費
用
が
１
億
７
１
８
０
万
６
２
２
円

で
、
２
０
７
４
万
６
１
０
０
円
の
経
常
損
失

を
計
上
し
、
前
年
度
繰
越
利
益
剰
余
金
を
充

て
、
１
６
９
５
万
２
７
０
９
円
を
当
年
度
未

処
理
欠
損
金
と
し
て
翌
年
度
に
繰
越
し
ま
し

た
。

　

決
算
に
お
け
る
１
立
方
メ
ー
ト
ル
当
た
り

の
供
給
単
価（
給
水
収
益
を
有
収
水
量
で

割
っ
た
も
の
。）は
２
２
９
円
７
６
銭
、
給
水

原
価（
年
間
の
費
用
を
有
収
水
量
で
割
っ
た

も
の
。）は
３
２
１
円
４
０
銭
と
な
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
給
水
原
価
の
費
用
構
成
は
表
４
の

と
お
り
で
す
。

（表１）　平成19年度　小野町水道事業決算報告書
（単位：円）

〔　収　益　的　収　支　〕
（収　入）

区　　　分 予　算　額 決　算　額
第１款　水道事業収益 157,152,000 157,243,159
　第１項　営業収益 129,932,000 130,039,631
　第２項　営業外収益 27,220,000 27,203,528

（支　出）
区　　　分 予　算　額 決　算　額

第１款　水道事業費用 182,112,000 177,783,222
　第１項　営業費用 137,704,000 134,722,309
　第２項　営業外費用 44,408,000 43,060,913

〔　資　本　的　収　支　〕
（収　入）

区　　　分 予　算　額 決　算　額
第１款　資本的収入 37,541,000 37,761,500
　第１項　工事負担金 1,575,000 1,795,500
　第２項　国庫補助金 1,666,000 1,666,000
　第３項　企業債 34,300,000 34,300,000

（支　出）
区　　　分 予　算　額 決　算　額

第１款　資本的支出 94,769,000 94,766,214
　第１項　建設改良費 6,123,000 6,120,649
　第２項　企業債償還金 88,646,000 88,645,565

（表４）水道水１㎥当たりの費用
構成給水原価「321円 40銭」
その他
維持管理費
14%

人件費
15%

減価償却費
49%

支払利息
22%

◇◇◇平成19年度　水道事業決算◇◇◇
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平成20年度秋季検閲

平成19年度　小野町人事行政の運営等の状況
　人事行政の運営における公正性、透明性を高
めるため、「小野町人事行政の運営等の状況の公
表に関する条例」に基づき、職員の任用、職員数、
給与、勤務時間その他の勤務条件など人事行政
の運用等の状況について、平成19年度の概要を
お知らせします。

１　職員の任免に関する状況
（１）平成19年度新規採用の状況
　 （平成19年４月１日～平成20年３月31日）

一般行政職
事務職 １名

技術職 採用なし

技能労務職 採用なし

（２）平成19年度退職者の状況（平成20年３月31日まで）

区分 定年
退職

勧奨
退職

その他
合計

普通退職 死亡退職

一般行政職 ５人 １人 ３人 １人 10人

技能労務職 － － － － －

合　計 ５人 １人 ３人 １人 10人

２　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）勤務時間の状況（平成19年４月１日現在）
１週間の
勤務時間 開始時刻 終了時刻 休息時間 休憩時間 週休日

40時間 午前
８時30分

午後
５時15分 制度なし

正午から
午後０時
45分まで

土曜日
日曜日

※１　平成20年４月１日からは、休憩時間を正午から午後１
時までとし、執務終了時刻を午後５時30分としました。

※２　本庁窓口業務は、勤務時間の割り振りの変更により、
毎週水曜日は午後７時まで、毎月第３日曜日は午前８
時30分から午後５時30分までの勤務をしています。

※３　小野町ふるさと文化の館は土・日・祝開館、一部の保
育園では延長保育の実施のため、この表とは異なる勤
務形態をとっています。

（２）年次休暇の状況
　 （平成19年１月１日～平成19年12月31日）
総付与日数
Ａ

総使用日数
Ｂ

対象職員数
Ｃ

平均取得日数
Ｂ÷Ｃ

取得率
Ｂ÷Ａ

2,816 448 73 6.1 15.9％

※　対象職員は、平成19年１月１日から平成19年12月31日
までの全期間を在職した一般職員（町長部局）で、当該期
間の中途に採用された者及び退職した者並びに当該期間
中に育児休業、休職、派遣勤務した者を除いています。

（３）休暇等の種類（平成19年４月１日現在）

区　分 内　容 備　考

年 次
有給休暇

１暦年ごとに20日とし、最大20日
を超えない範囲内の使用残日数を
繰り越すことができる。

採用からの経過
年数により繰越
日数が異なる

病気休暇
負傷又は疾病のため療養を要す
る場合、最小限必要と認められ
る期間

有給

特別休暇
（主なる
も の ）

・出産する場合　出産予定前８
週間以内及び出産後８週間以
内の期間

有給

・配偶者が出産する場合　
　２日以内の期間 有給

・生後１年に達しない子を育て
る職員が、その子の保育のた
めに必要と認められる授乳等
を行う場合　１日２回それぞ
れ30分以内

有給

・小学校就学の始期に達するま
での子を養育する職員がその
子を看護する必要があるとき
１年に５日以内

有給

・忌引のため勤務しないことが
相当である場合
配偶者　10日以内
１親等の直系尊属　７日以内
１親等の直系卑属　５日以内
２親等の直系尊属　３日以内
２親等の傍系者　　３日以内　など

有給

・夏季における家庭生活の充実
等の場合３日以内 有給

・ボランティア活動を行う場合
５日以内 有給

・父母の祭日の場合　その都度
１日以内 有給

・骨髄移植に係る登録、提供を
行う場合必要な期間 有給

・公民権を行使する場合
　必要と認められる期間 有給

介護休暇

・近親者で負傷、疾病又は老齢
により日常生活を営むのに支
障がある者の介護をする場合
　６月以内

無給

◇◇◇平成19年度　人事行政の運営等の状況◇◇◇
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５　

公
平
委
員
会
の
状
況

　
（
平
成
19
年
度
）

⑴
公
平
委
員
会
へ
の
事
務
の
委
託

　

地
方
公
務
員
法
第
７
条
第
３
項
の

規
定
に
よ
り
、
町
に
は
公
平
委
員
会

を
置
く
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
た

だ
し
、
同
条
第
４
項
の
規
定
で
は
、

他
の
地
方
公
共
団
体
の
人
事
委
員
会

に
委
託
し
て
そ
の
事
務
を
処
理
さ
せ

る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
お
り
、

本
町
で
は
、
公
平
委
員
会
の
事
務
を

県
の
人
事
委
員
会
に
委
託
し
て
い
ま

す
。

　

ま
た
、
毎
年
７
月
末
日
ま
で
に
前

年
度
の
業
務
の
状
況
の
報
告
を
県
人

事
委
員
会
か
ら
受
け
る
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

⑵
公
平
委
員
会
の
権
限

　

公
平
委
員
会
の
権
限
は
地
方
公
務

員
法
第
８
条
第
２
項
に
定
め
ら
れ
て

い
ま
す
。
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と

お
り
で
す
。

ア　

職
員
の
給
与
、
勤
務
時
間
そ
の

　

他
の
勤
務
条
件
に
関
す
る
措
置
の

　

要
求
を
審
査
し
、
判
定
し
、
及
び

　

必
要
な
措
置
を
執
る
こ
と
。

イ　

職
員
に
対
す
る
不
利
益
な
処
分

　

に
つ
い
て
の
不
服
申
し
立
て
に
対

　

す
る
裁
決
ま
た
は
決
定
を
す
る
こ

　

と
。

ウ　

職
員
の
苦
情
を
処
理
す
る
こ
と
。

⑶
県
人
事
委
員
会
よ
り
報
告
を
受
け

た
公
平
委
員
会
の
業
務
の
状
況

４　職員の服務の状況（平成19年度）

　地方公務員法第30条では、すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職
務遂行にあたっては全力でこれに専念しなければならないこととされています。この服務の基本原則
を忠実に実行するため、職員には次のような様々な義務や制限が課せられています。

区　　　分 内　　　容 違反者数

命令に従う義務
（地公法32条） 職員は、法令に従い、かつ、上司の命令に従わなければならない。 ０人

信用失墜行為の禁止
（地公法33条）

職員は、職の信用を傷つけ、又は職全体の不名誉となるような行為をしてはな
らない。 ０人

秘密を守る義務
（地公法34条）

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様
とする。 ０人

職務に専念する義務
（地公法35条）

職員は、勤務時間中、職務に注意力のすべてを用い、職務のみに専念しなけれ
ばならない。 ０人

政治的行為の制限
（地公法36条） 職員は、政治活動等に関与してはならない。 ０人

争議行為の禁止
（地公法37条） 職員は、ストライキ等をしてはならない。 ０人

営利企業等への
従事制限

（地公法38条）

職員は、許可を受けなければ、営利を目的とする会社その他の団体の役員等を
兼ね、若しくは自ら私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは事務
にも従事してはならない。

０人

３　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成19年度）

処分の種類 処 分 者 数 内　　　容

分限処分 0人
分限処分とは、公務能率の維持を目的とした処分で、
勤務成績が良くない場合、心身の故障のため職務の
遂行に支障等がある場合、職務に必要な適格性を欠
く場合等に職員に対して行われる処分です。

懲戒処分

免職 0人 懲戒処分とは、職員の義務違反に対する道義的責任
を問い、秩序維持を図ることを目的にした制裁的な
処分で、地方公務員法等又は条例、規則等に違反し
た場合、職務上の義務に違反し又は職務を怠った場
合、全体の奉仕者にふさわしくない非行があった場
合に、職員に対して行われる処分です。

停職 0人

減給 0人

戒告 0人
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ア　

勤
務
条
件
に
関
す
る
措
置
の
要

　

求
の
状
況　
　
　
　
　

該
当
な
し

イ　

不
利
益
処
分
に
関
す
る
不
服
申

　

し
立
て
の
状
況　
　
　

該
当
な
し

ウ　

人
事
行
政
相
談
の
状
況

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

該
当
な
し

エ　

そ
の
他

・
職
員
団
体
の
登
録
の
状
況

　

登
録
団
体
名

　
　
　
　
　

小
野
町
職
員
労
働
組
合

・
変
更
登
録
年
月
日
と
変
更
内
容

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

該
当
な
し

・
管
理
職
員
等
の
範
囲
の
指
定
の
状
況

 

該
当
な
し

６　

職
員
の
研
修
及
び
勤

　

務
成
績
の
評
定
の
状
況

⑴
研
修
の
状
況（
平
成
19
年
度
）

　

職
員
の
資
質
の
向
上
、
勤
務
能
率

の
向
上
の
た
め
、
毎
年
各
種
研
修
を

受
講
さ
せ
て
い
ま
す
。

・
ふ
く
し
ま
自
治
研
修
セ
ン
タ
ー
研

修　
　
　
　
　
　
　
　

14
講
座
16
人

・
東
北
六
県
市
町
村
中
堅
職
員
研
修

（
２
ヶ
月
間
）　　
　
　
　
　
　

１
名

⑵
勤
務
成
績
の
評
定
の
概
要（
平
成

19
年
度
）

　

職
員
の
資
質
向
上
、
指
導
監
督
の

有
効
な
指
針
、
公
平
な
人
事
行
政
執

行
の
た
め
勤
務
評
定
実
施
規
程
に
基

づ
き
、
年
に
１
回
、
11
月
に
職
員
の

勤
務
評
定
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
平

成
18
年
度
か
ら
は
給
与
構
造
改
革
に

あ
わ
せ
、
勤
務
評
定
の
結
果
を
給
料

の
昇
級
に
反
映
さ
せ
て
い
ま
す
。

７　

職
員
の
福
祉
及
び
利
益
の

　

保
護
の
状
況（
平
成
19
年
度
）

⑴
職
員
の
福
利
厚
生
の
状
況

　

町
で
は
、
職
員
の
福
利
厚
生
の
た

め
、
主
に
健
康
診
断
、
生
活
習
慣
病

予
防
検
診
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
職
員
の
会
費
で
事
業
行
っ

て
い
る
職
員
互
助
会
で
は
、
主
に
人

間
ド
ッ
ク
助
成
、
永
年
勤
続
職
員
へ

の
報
償
、
ク
ラ
ブ
活
動（
３
団
体
）へ

の
助
成
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

⑵
公
務
災
害
補
償
制
度

　

職
員
が
公
務
に
起
因
し
て
災
害
を

受
け
た
り
、
通
勤
途
上
で
災
害
に

あ
っ
た
場
合
、
受
け
た
災
害
に
対
す

る
保
証
を
迅
速
か
つ
公
正
に
行
い
、

併
せ
て
職
員
の
社
会
復
帰
の
促
進
、

職
員
及
び
そ
の
家

族
の
援
護
、
公
務

上
の
災
害
防
止
に

関
す
る
活
動
に
対

す
る
援
助
な
ど
の

福
祉
事
業
を
行
う

こ
と
に
よ
り
、
職

員
及
び
そ
の
家
族

の
生
活
の
安
定
と

福
祉
の
向
上
に
寄

与
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
、
地
方

公
務
員
災
害
補
償

基
金
が
設
置
さ
れ

て
い
ま
す
。

加入団体 災害件数 災害の概要
地方公務員災害
補償基金福島県
支部

0件 －

（H14）
93.5

（H14）
95.9

（H14）
96.0

（H19）
93.9

（H19）
93.6（H19）

92.2

90

95

100

105

小野町 類似団体平均 全国町村平均

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100とした場合の地方公務員の
　　　　給与水準を示す指数である。
　　２　類似団体とは、福島県内の国見町・桑折町・鏡石町である。

小野町の給与・定員管理等について
１　総括
（１）　人件費の状況（普通会計決算）

区分
住民基本台
帳人口

（19年度末）
歳出額Ａ 実質収支 人件費Ｂ 人件費率

Ｂ／Ａ

（参考）
18年度の
人件費率

19年度 人
11,987

千円
4,232,286

千円
91,574

千円
1,019,227

％
24.1

％
23.9

※人件費には、議会議員やその他の非常勤特別職の報酬、町長などの特別職給与、
職員給与及び退職手当組合負担金などが含まれます。

（２）　職員給与費の状況（普通会計予算）

区分 職員数
給与費

給　料 職員手当 期末・
勤勉手当 計Ｂ 一人当たり給

与費Ｂ／Ａ
20年度 121 460,740 54,044 189,919 704,703 5,823

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
　　２　給与費は当初予算に計上された額である。
　　３　職員数には、公営企業等会計部門及び派遣職員は含まれません。

（３）　特記事項　なし

（４）　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
①一般行政職

区　分 平均年齢 平均給料
月額

平均給与
月額

平均給与月額
（国ベース）

小野町
歳 円 円 円

42.1 322,400 362,470 354,236

福島県
歳 円 円 円

43.2 354,800 417,032 388,852

国
歳 円 円 円

40.7 325,724 － 383,541

類似団体
歳 円 円 円

43 325,505 373,259 352,580

②技能労務職

区　　分 平均年齢 平均給料
月額

平均給与
月額

平均給与月額
（国ベース）

小 野 町
歳 円 円 円

51.6 287,800 296,087 294,232 

うち調理士 51.2 287,600 295,857 291,357 

うち用務員 52.1 288,400 296,666 295,791 
福島県 49.5 367,300 410,533 392,366 
国 48.8 287,094 － 320,514 

類似団体 48.9 275,812 293,286 286,196 
（注）１　「平均給料月額」とは、19年4月1日現在におけ

る各職種ごとの職員の基本給の平均である。
     ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われ

る扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務
手当などの諸手当の額を合計したものであり、
地方公務員給与実態調査において明らかにされ
ているものである。また、平均給与月額（国ベー
ス）は、国家公務員の平均給与月額には時間外
勤務手当、特殊勤務手当の手当が含まれていな
いことから比較のため国家公務員と同じベース
で再計算したものである。
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⑵昇給期間短縮の状況
区　　　　分 全職種

19年度

職員数
A　 89人

普通昇給期間（12～24月）を短縮して昇給した職員数
B　  0人

比率
B／ A　 0.0％

3.1%
15.3%13.9%

13.4%

5.9%5.1%

11.3%

34.1%36.7% 14.4%

34.1%32.9%

22.7%

4.7%7.6%

21.6%

5.9%3.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成19年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

（注）平成 18年４月１日より給料表を８級制から６級制に変更しています。

⑴一般行政職の級別職員数の状況（19年４月１日現在）
区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

６級 参　　　事 人 ％
3 3.8 

５級 課　　　長 人 ％
6 7.6 

４級 班長・主幹 人 ％
26 32.9 

３級 副主幹・主任主査 人 ％
29 36.7 

２級 主　　　査 人 ％

4 5.1 

１級 主　　　事 人 ％
11 13.9 

（注）１　小野町の給与条例に基づく給料表の級区分
による職員数である。

　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該
当する代表的な職務である。

３　一般行政職の級別職員数等の状況

⑶職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（19年４月１日現在）
区　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職
大学卒 －　円 334,900円 359,600円
高校卒 237,900円 273,100円 328,700円

技能労務職
短大卒 －　円 －　円 －円
中学卒 －　円 －　円 －　円

⑵職員の初任給の状況（19年４月１日現在）

区　　　分
小野町 国

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

一般行政職
大学卒 174,300円 188,100円 174,300円 188,100円
高校卒 141,900円 151,700円 141,900円 151,700円

技能労務職 高校卒 135,600円 145,100円 －円 145,500円
（注）初任給・昇格及び昇級等の基準に関する規則の運用により、２年後の給料はこれより増減する場合があります。

⑴期末手当・勤勉手当
小野町 国

１人当たり平均支給額（18年度）　1,582千円 －

（18年度支給割合） 期末手当 勤勉手当 （18年度支給割合） 期末手当 勤勉手当

2.95月分 1.45月分 3.0月分 1.45月分

（1.55）月分 （0.75）月分 （1.6）月分 （0.75）月分

（加算措置の状況）　職制上の段階、職務の級等による加算措置　５％～15％ （加算措置の状況）　職制上の段階、職務の級等による加算措置　５％～25％

（注）（ 　 ）内は、再任用職員に係る支給割合である。

４　職員の手当の状況
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区 　 　 分 給 　 料 　 月 　 額 　 等

給 料
（参考）類似団体における最高／最低額

町 長 553,000円 874,000円／325,000円
副 町 長 568,000円 656,000円／325,000円

報 酬
議 長 307,000円 380,000円／243,000円
副 議 長 245,000円 285,000円／191,700円
議 員 225,000円 261,000円／152,800円

期 末 手 当

町 長 （18年度支給割合）
3.30月分副 町 長

議 長
（18年度支給割合）

3.30月分副 議 長
議 員

※平成17年５月１日から平成21年３月22日までは、条例月額から、町長の給料については30％を、副町長、教育長の給料に
ついては、10％を減額しております。

５　特別職の報酬等の状況（19年４月１日現在）

⑸その他の手当（19年４月１日現在）

手　当　名 内容及び支給単価
国の
制度との
異同

国の制度と異なる内容 支給実績
（19年度決算）

支給職員１人当た
り平均支給年額
（19年度決算）

扶養手当
（月額）

扶養親族
として配
偶者、子
等を有す
る職員

配偶者　13,000円

同

千円

  12,852 

円

197,723 
扶養親族
・扶養しない配偶者を有する場合　6,500円

・配偶者なし　1人目のみ　11,000円

住居手当
（月額）

住居の
区分

持ち家（世帯主）
　新築・購入後　5年間　3,500円
　上記以外の場合　　　　2,500円

異

持ち家について、新
築・購入後5年間　
2,500円

千円

4,680 

円

 
91,764 

 

借家、借間（世帯主）
　月額9,500円を超える家賃を支払っている
　者に、家賃額－9,500円～27,000円
借家、借間（配偶者等）
　世帯主の半額

月額12,000円を超え
る家賃に対し一定基
準で支給。

通勤手当
（月額）

交通手段
の区分

公共交通機関利用者（通勤距離２㎞以上）
・58,000円までは運賃相当額

異

自家用車等利用者
通勤距離60㎞を超え、
80㎞まで支給区分を
設定

千円

4,839

円

57,607 自家用車等利用者（通勤距離2㎞以上）
・通勤距離2㎞～80㎞　2,500～45,500円
・80㎞超　48,400円

※寒冷地手当は、段階的に減額となり、経過措置終了の平成21年度をもって全廃となります。

⑷時間外勤務手当

支給実績
（19年度決算） 23,040千円

支給職員１人当たり平均支給年額
（19年度決算） 192千円

支給実績
（18年度決算） 23,386千円

支給職員１人当たり平均支給年額
（18年度決算） 171千円

⑵退職手当（19年４月１日現在）
小野町 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.5月分 30.55月分 勤続20年 23.5月分 30.55月分

勤続25年 33.5月分 41.34月分 勤続25年 33.5月分 41.34月分

勤続35年 47.5月分 59.28月分 勤続35年 47.5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分
その他の加算措置 その他の加算措置
定年前早期退職特例措置
（２％～20％加算）

定年前早期退職特例措置
（２％～20％加算）

１人当たり
平均支給額 4,636千円 20,374千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る
職員に支給された平均額である。

⑶特殊勤務手当  平成14年４月１日から全廃
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⑶定員適正化計画の数値目標及び進捗状況
①　定員適正化目標（数・率）

計画期間
数値目標

始　期 終　期
平成16年４月１日 平成26年３月31日 一般職の総定員を100名とする

②　平成22年４月１日現在における定員の数値目標

平成16年度から平成20年度　　24人減　　124人　　　　　　　　　
平成21年度から平成25年度　　24人減　　100人

区　分 20歳
未満

20歳
〜
23歳

24歳
〜
27歳

28歳
〜
31歳

32歳
〜
35歳

36歳
〜
39歳

40歳
〜
43歳

44歳
〜
47歳

48歳
〜
51歳

52歳
〜
55歳

56歳
〜
59歳

60歳
以上 計

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 1 7 7 10 10 6 9 5 16 8 0 79 
（注）　職員数は、一般行政職に属する職員数である。

⑵ 年齢別職員構成の状況（19年４月１日現在）
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⑴部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

区　分
部　門

職員数(人）
対前年増減数 主な増減理由

平成18年 平成19年

一般行政部門

議 会 3 3 0
総 務 企 画 24 24 0
税 務 9 8 △ 1 事務電算化による
民 生 28 28 0
衛 生 8 7 △ 1 事務の統合などによる
労 働 0 0 0
農 林 水 産 10 8 △ 2 事務量の減による
商 工 3 3 0
土 木 9 8 △ 1 事務の統合などによる
小 　 計 94 89 △ 5

特別行政部門
教 育 29 28 △ 1 施設の統合による
小 　 計 29 28 △ 1

公 営 企 業 等
会 計 部 門

水 道 4 3 △ 1 事務の統合などによる
そ の 他 9 8 △ 1 特別会計事業の事務合理化による
小 　 計 13 11 △ 2

合　　計 136 128 △ 8
（注）　職員数は一般職に属する職員数である。

６　職員数の状況


